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小田原都市計画高度地区に関する取扱い要領 

 

１ 小田原都市計画高度地区（平成１７年６月１５日小田原市告示第６１号）適用緩和・

適用除外に関する認定手続き等について、次のとおり定める。 

（１）建築主等は、高度地区の１適用緩和（１）及び（２）に関する認定を受けようとす

る場合は、高度地区適用緩和・適用除外認定申請書（様式第１号）に、次の必要図書

を添えて、市長に提出しなければならない。 

   （ア）付近見取図・・・方位、道路及び目標となる地物 

   （イ）配置図・・・・・縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、

当該申請に係る建築物と他の建築物との別、擁壁の位置、

土地の高低並びに敷地の接する道路の位置及び幅員 

   （ウ）各階平面図・・・縮尺、方位、間取り、各室の用途並びに壁、開口部及び防

火設備の位置並びに構造並びに延焼のおそれのある部分の

外壁の構造 

   （エ）２面以上の・・・縮尺及び開口部の位置並びに延焼のおそれのある部分の外 

立面図      壁及び軒裏の構造 

   （オ）２面以上の・・・縮尺、床の高さ、各階の天井の高さ、軒及びひさしの出並 

断面図      びに軒の高さ及び建築物の高さ 

（カ）その他・・・・・認定に係る理由書、日影図、公開空地に関する図書、完成

予想図及び公開空地のイメージ図、周辺環境に対する調査

書、その他審査に必要な書類等 

 

（２）建築主等は、高度地区の１適用緩和（３）に関する認定を受けようとする場合は、

高度地区適用緩和・適用除外認定申請書（様式第１号）に、次の必要図書を添えて、

市長に提出しなければならない。   

   （ア）付近見取図・・・方位、道路及び目標となる地物 

   （イ）配置図・・・・・縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、

当該申請に係る建築物と他の建築物との別、擁壁の位置、

土地の高低並びに敷地の接する道路の位置及び幅員 

   （ウ）各階平面図・・・縮尺、方位、間取り、各室の用途並びに壁、開口部及び防

火設備の位置並びに構造並びに延焼のおそれのある部分の

外壁の構造 

   （エ）２面以上の・・・縮尺及び開口部の位置並びに延焼のおそれのある部分の外 

立面図     壁及び軒裏の構造 

   （オ）２面以上の・・・縮尺、床の高さ、各階の天井の高さ、軒及びひさしの出並 

断面図     びに軒の高さ及び建築物の高さ 

（カ）その他・・・・・認定に係る理由書、日影図、見付面積算定に係る図書（移転

除く）、既存建築物に係る図書、その他審査に必要な書類等 
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（３）建築主等は、高度地区の２適用除外（３）及び（４）に関する認定を受けようとす

る場合は、高度地区適用緩和・適用除外認定申請書（様式第１号）に、次の必要図書

を添えて、市長に提出しなければならない。   

   （ア）付近見取図・・・方位、道路及び目標となる地物 

   （イ）配置図・・・・・縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、

当該申請に係る建築物と他の建築物との別、擁壁の位置、

土地の高低並びに敷地の接する道路の位置及び幅員 

   （ウ）各階平面図・・・縮尺、方位、間取り、各室の用途並びに壁、開口部及び防

火設備の位置並びに構造並びに延焼のおそれのある部分の

外壁の構造 

   （エ）２面以上の・・・縮尺及び開口部の位置並びに延焼のおそれのある部分の外 

立面図     壁及び軒裏の構造 

   （オ）２面以上の・・・縮尺、床の高さ、各階の天井の高さ、軒及びひさしの出並 

断面図     びに軒の高さ及び建築物の高さ 

（カ）その他・・・・・認定に係る理由書、日影図、周辺環境に対する調査書、そ

の他審査に必要な書類等 

 

（４）高度地区の適用緩和認定又は適用除外認定を受けた後に変更が生ずる場合で、当

該変更後の建築物が取得認定の要件に適合するとき（認定時の建築物の最高高さを

超える変更については、構造上やむを得ない場合で、必要最低限のものに限る。）は、

高度地区適用緩和・適用除外認定に係る軽微な変更報告書（様式第２号）により市

長に報告するものとし、認定必要図書のうち当該変更に係る必要図書を添えて２部

提出しなければならない。（うち１部は内容確認の上、収受印を押印し建築主等に返

却する。）なお、この場合、建築審査会及び都市計画審議会への意見聴取は要さない。 

 

２ 市長は、前項（１）から（３）までの規定による申請書が提出されたときは、その内

容を精査し、適当と認めた場合は、申請者に高度地区適用緩和・適用除外認定書（様式

第３号）を交付する。 

 

３ 小田原都市計画高度地区の運用基準（平成１７年６月１５日制定。以下「運用基準」

という。）第１項の規定の取扱いは、次のとおりとする。 

 （１）運用基準第１項（１）中「建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５９条の

２第１項」、運用基準第１項（２）中「マンションの再生等の円滑化に関する法律（平

成１４年法律第７８号）第１６３条の５９第１項」及び運用基準第１項（３）中「長

期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第１８条第１項」

の許可に係る基準とは、小田原市総合設計許可基準（平成１８年１０月１日施行）

をいう。 

（２）運用基準第１項（１）中「公開空地に関する基準」とは、「歩道状公開空地の設置」 

の基準及び「緑化計画」の基準をいい、有効公開空地面積が敷地面積（公共空地が 
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ある場合はその面積を含む。）の１０％以上確保されているものを指す。 

（３）運用基準第１項（２）中「最低限のものに限る。」とは、マンションの再生等の円

滑化に関する法律第１６３条の５６第１項における要除却等認定を受けていること

及び小田原市総合設計許可基準に規定する敷地面積を確保していることをいい、有

効公開空地面積が敷地面積（公共空地がある場合はその面積を含む。）の１０％以上

確保されているものを指す。 

（４）運用基準第１項（３）中「公開空地に関する基準」とは、「歩道状公開空地の設置」

の基準をいい、有効公開空地面積が敷地面積（公共空地がある場合はその面積を含

む。）の１０％以上確保されているものを指す。 

          

４ 公開空地等の維持・管理については、建築基準法第５９条の２に基づく小田原市総合

設計許可基準の維持・管理の規定による。 

 

附  則 

この要領は、平成１７年 ６ 月１５日から施行する。 

附  則（平成２１年２月１０日） 

この要領は、平成２１年 ２ 月１０日から施行する。 

附  則（平成２５年７月 ８ 日） 

この要領は、平成２５年 ７ 月 ８ 日から施行する。 

附  則（平成２８年 ２ 月２６日） 

この要領は、平成２８年 ２ 月２６日から施行する。 

附  則（令和 元 年１２月１３日） 

この要領は、令和 元 年１２月１３日から施行する。 

附  則（令和 ３ 年 ４ 月 １ 日） 

この要領は、令和 ３ 年 ４ 月 １ 日から施行する。 

附  則（令和 ４ 年 ２ 月 １ 日） 

この要領は、令和 ４ 年 ２ 月 １ 日から施行する。 

附  則（令和 ４ 年 ６ 月１０日） 

この要領は、令和 ４ 年 ６ 月１０日から施行する。 

附  則（令和 ５ 年 ６ 月２７日） 

この要領は、令和 ５ 年 ６ 月２７日から施行する。 

附  則（令和 ８ 年 ６ 月２４日） 

この要領は、令和 ８ 年 ６ 月２４日から施行する。 
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様式第１号 

高度地区適用緩和・適用除外認定申請書 

 

   年    月     日 

  

小田原市長 様 

 

申請者    住  所 

氏  名                             

法人にあっては、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名 

                                            電  話 

建築物の所在地 小田原市 

建築物の概要 

 

高度地区の種類 第  種高度地区 

その他の都市計画上の 

地域地区等 

 

適用緩和又は適用除外を

受けようとする内容 

 

その他 
 

（事務処理欄） 

※申請書は２部作成し、それぞれに必要な図書等を添付し申請してください。 
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様式第２号 

高度地区適用緩和・適用除外認定に係る軽微な変更報告書 

 

   年    月     日 

  

小田原市長 様 

 

届出者    住  所 

氏  名                             

法人にあっては、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名 

                                            電  話 

高度地区適用緩和・適用除外認定以降の軽微な変更について次のとおり報告いたします。 

建築物の所在地 小田原市 

建築物の概要 

 

高度地区の種類 第  種高度地区 

その他の都市計画上の 

地域地区等 

 

適用緩和又は適用除外認

定取得年月日および内容 

 

 

 

変更の概要 

 

 

 

その他 ＊認定要件への適合状況については別紙のとおり 

（事務処理欄） 

※報告書は２部を作成し、それぞれに必要な図書等を添付し申請してください。 
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様式第３号 

 

高度地区適用緩和・適用除外認定書 

 

小田原市指令第   号 

                                                            年  月  日 

 

申請者 

  様       

 

小田原市長          印 

 

 

     年 月 日付けで より申請があった高度地区適用緩和・適用除外認定申請書に

ついては、小田原都市計画高度地区（平成１７年小田原市告示第６１号）の規定に基づき、

次のとおり高度地区の適用を緩和・除外することを認める。 

  

 

１  建築物の所在地       

 

２  高度地区の種類   第 種高度地区 

 

３  適用緩和・適用除外の内容    

 

４ その他 

   

（注意）この通知書は大切に保存しておいてください。 

 

 

 

 

 

 

 


